
2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

・水電解

・化石燃料由来水素製造 ・再生可能エネルギー等利用水素製造

化石燃料由来水素、副生水素化石燃料由来水素、副生水素

再生可能エネルギー水素
太陽光・太陽熱・風力・水力利用、バイオマス利用、褐炭由来水素 他

再生可能エネルギー水素
太陽光・太陽熱・風力・水力利用、バイオマス利用、褐炭由来水素 他

革新的水素製造
水素発酵、光触媒、ISプロセス 他

革新的水素製造
水素発酵、光触媒、ISプロセス 他

水素導入時期は、既存施設（副生水素等）を活用。ポイントは、普及拡大
時期（急激に水素需要が増大）に何から水素を作るか。CO2回収を前提と
したオフサイト製造、原油高に左右されない安価な燃料源（例 石炭、重
質油等）の活用、夜間電力や再生可能エネルギー等を利用した水電解等、
水素社会インフラ全体としての評価が必要。

普及の現状
○2011年1月に自動車メーカー及び水素供給事業者13社が共同声明を発表し、自動車

メーカーがFCV量産車を2015年に4大都市圏を中心とした国内市場への導入と一般
ユーザーへの販売開始を目指して開発を進めることが示された。

技術開発の動向
○米国では生体触媒やバイオマス処理による生物学的プロセス、化石燃料からの水素生

産、再可能エネルギー等による電解プロセス、高温・超高温水分解等の熱化学プロセ
スに加え、光触媒及び光電気化学水分解やメタンのソーラー改質等の代替アプローチ

を研究課題としている。
○EUでは、2020年時点での化石燃料に対して価格競争力を有する水素の供給を目標と

して、電気分解による100MW級集中型生産システムの開発や、水素生産効率の30%向
上並びに能力の倍増、電気分解及びバイオガス改質技術による分散型生産体制の実
現を掲げている。

我が国の国際競争力
○核となる要素技術では、性能は世界レベルに到達の見込み。

要素技術：水蒸気改質、オートサーマル技術、部分酸化技術、水電解

○NEDOでは、高圧下又は液化状態の水素基礎物性の解明に関する研究や、水素製造・
輸送・貯蔵・充填に関する低コストかつ信頼性・耐久性に優れた機器及びシステムの要
素技術並びに実用化技術の開発等が行われている。

○水素製造については、製造コストの制約とともに、低コスト水素製造技術の開発や水素
原料の多様化等が課題。水素供給は、輸送や貯蔵と合わせて、 適なシステムが求め
られるため、輸送や貯蔵技術と組み合わせて検討する必要がある。

○JAEAでは、水の熱分解で水素を製造するISプロセスの試験研究が行われている。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

２８．水素製造・輸送・貯蔵 （水素製造）

○水素は、多様なエネルギーから製造することが可能な
二次エネルギーであり、化石燃料や水、バイオマス等
を原料として、右記の表に示されている様々な方法で
製造することができ、排出されるのが水のみというク
リーンエネルギーとしての特質を有する。

（出典）NEDO「燃料電池・水素技術開発
ロードマップVer.2」

水蒸気改質
部分酸化

原子力エネルギー

高分子膜

PSA

深冷分離

バイオマス・生物利用
太陽・風力エネルギー利用
原子力エネルギー利用

合金膜、非合金膜

ＣＣＳとの
組み合わせ

アルカリ水電解
固体高分子水電解

高温水蒸気電解

要素

製造

精製

改質（オンサイト）

改質（オフサイト）

水電解

再生可能エネルギー

膜分離

水蒸気改質
オートサーマル

・水素発酵、光触媒など

（※関連技術ロードマップ： １３．次世代自動車（燃料電池自動車）、２９．水素製造・輸送・貯蔵（水素貯蔵・輸送）、３０．燃料電池）



○燃料電池自動車や定置用燃料電池に利用する水素を輸送・貯蔵するための技術。

○水素輸送では、圧縮水素輸送、液体水素輸送、有機ハイドライド輸送、アンモニアを合
成して輸送、パイプラインによる輸送等の手法がある。また、鋼製容器を用いた圧縮水
素による輸送は既に実績がある。

○再生可能エネルギーを大量に導入する際にも有用な技術として期待されている。

普及の現状
○水素供給事業者により2015年までにFCV量産車の販売台数の見通しに応じて、100箇

所程度の水素供給インフラの先行整備を目指すことが示された。

技術開発の動向
○米国において、水素輸送については、低コストパイプライン等による気体輸送や、パイ

プラインによる液体輸送を挙げている。水素貯蔵については、高圧気体貯蔵や吸着材
料・カーボン材料、水素貯蔵合金、有機ハイドライドなどの液体キャリア材料・再生方法
を挙げている。

○ＥＵにおいて、大規模地下貯蔵サイトを用いた負荷追従可能な電源燃料としての水素

活用の実証や、価格競争力を有する固体材料による代替貯蔵手法の開発、既存の天
然ガス供給網での水素5%混合の実現性の実証等を挙げている。

我が国の国際競争力
○輸送に必要な要素技術では、性能として世界レベルに到達見込み。経済的にいずれの

方法が有利か、具体的な輸送区間で評価が必要。

○NEDOでは、2015年の普及開始に向けて、実使用に近い条件でFCV・水素供給インフラ
に関する技術実証を行うと共に、ユーザー利便性、事業成立性、社会受容性等を検証
する「地域水素供給インフラ技術・社会実証」が開始されている。

○有機ハイドライドについては、トルエンの水素化及び脱水素の実証プラントが民間ベー
スで建設されている。

〇環境省では、水素吸蔵金を用いた独立型の高効率水素精製・貯蔵システムの実用化
開発を行った。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

２９．水素製造・輸送・貯蔵 （水素貯蔵・輸送）

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

水素供給インフラの整備・安全対策、制度見直し・法整備水素供給インフラの整備・安全対策、制度見直し・法整備

水素貯蔵技術

水素輸送技術
飛躍的な輸送効率向上、安全性向上

飛躍的高密度化、低コスト化、耐久性・安全性向上

・クラスレート、有機金属構造体、
有機ハイドライドなど

・有機ハイドライド、液体水素
アンモニア、DME、MCH 等

・水素貯蔵材料（合金/無機系/炭素系など）

・圧縮水素輸送
・液体水素輸送

・小型ステーション
・ガソリンスタンド併設

・ローカル水素供給システム ・全国規模の水素供給システム

・超高圧容器
・液体水素容器

技術ロードマップ

（※関連技術ロードマップ： １３．次世代自動車（燃料電池自動車）、２８．水素製造・輸送・貯蔵（水素製造）、３０．燃料電池）



○燃料電池は、水素と酸素の化学的反応により直接電気と熱を発生させる装置。火力
発電とは違い、化学エネルギーから直接電気エネルギーを取り出すため、理論的な
発電効率が高く、またシステム規模の大小にあまり影響されないことから、大規模発
電だけでなく、一般家庭等に設置しても利用しやすいメリットがある。

○燃料電池には、電解質として高分子膜を用いる作動温度が低い固体高分子形
(PEFC)や、セラミックスを用いて作動温度が高く発電効率が高い固体酸化物形
(SOFC)などがある。他に、溶融炭酸塩形（MCFC）、リン酸形（PAFC）などもある。

普及の現状
○2011年世界市場（実績）として、業務用・産業用は49MW（うち北米36.3MW、アジア

11.2MWなど）、家庭用は10.8MW（うち日本10.5MW）となっている。

技術開発の動向
○米国エネルギー省は「水素・燃料電池プログラム」において劣化メカニズム研究等の重

点課題に対する研究開発に取り組んでいる。2015年までに移動用電源として900Wh/L
の体積エネルギー密度を持つ燃料電池技術を確立し、2020年までに天然ガスを燃料と
し、総合効率で45%を超える、1～10kWクラスの燃料電池を開発することとしている。

○EUでは第7次研究開発枠組計画（FP7）において、燃料電池コジェネ用の先進的マルチ
燃料改質器等の研究開発に取り組んでおり、5kW以下の家庭用燃料電池の商業化と、

水素/天然ガス/バイオガスの利用が可能な5kW～１MW級の熱電併給ユニットの商業化
を目指している 。

我が国の国際競争力
○我が国は燃料電池の積極的な技術開発と導入支援で世界をリードしており、2009年に

はPEFCを用いた家庭用燃料電池を、世界で初めて一般販売した。2011年にはSOFCを
用いた家庭用燃料電池も市場導入され、2012年度末における累積導入台数は3.7万台
に到達し、設置数で他国を圧倒している。

○業務用中容量システムは米国が先行しているが、国内企業の開発も活発化しつつあり、
数年以内のキャッチアップを図っている。事業用大容量システムは、国内外ともに要素
研究レベルである。

○PEFC・SOFC共に家庭用システムが一般販売されているが、本格普及に向けた低コス
ト化・信頼性向上のための技術開発及び国際標準化等の普及促進施策を総合的に推
進中。

○PEFCでは、低コスト化に向けた低白金化技術や白金を代替する触媒材料の開発、CO
耐性・不純物耐性向上・高温低加湿対応電解質材料などの技術開発が行われている。

○SOFCでは、低コスト化と高耐久性とを両立させるための耐久性迅速評価方法の開発
及び業務用中容量システムや事業用大容量システムの実証研究による実用化課題抽
出などが行われている。

技術ロードマップ

2010年 2015年頃 2030年頃 2050年

固体高分子形
(ＰＥＦＣ)

固体酸化物形
(ＳＯＦＣ)

高温低加湿対応
CO耐性向上
触媒低白金化技術
燃料多様化

小容量定置用
中容量定置用
システム

大容量コンバインド
システム

2020年頃

MEAのロバスト性
・耐久性向上

白金代替触媒技術
燃料多様化

中容量ハイブリッド
システム

小容量定置用
システム

耐久性・信頼性向上
原料・部材低コスト化
燃料多様化

スタック高耐久化対策
ｽﾀｯｸ・ﾓｼﾞｭｰﾙ高性能・低ｺｽﾄ化
システム 適化

次世代スタック高性能・高耐久化
大量生産技術

スタック性能向上
適用分野拡大

高圧運転技術
複合発電システム制御技術

燃料多様化
大容量複合発電システム 適化

石炭ｶﾞｽ化ｶﾞｽｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ 適化
(IGFC）

スタック大容量化 スタック大容量化

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

３０．燃料電池

国際動向

（※関連技術ロードマップ：１．高効率石炭火力発電、１３．次世代自動車（燃料電池自動車）、 ２８、２９．水素製造・輸送・貯蔵（水素製造））



○今後見込まれる再生可能エネルギー大量導入の際に、需給バランスや周
波数変動等の問題を解決するために活用されるための技術。メガソーラー
やウインドファームなどの再生可能エネルギーの発電設備、電力会社の系
統用変電所に大型蓄電池などの電力貯蔵システムを導入することでこうし
た課題を解決する。

○また、ピークアウト・ピークシフト対策や瞬停対策、防災対策としての活用に
ついても期待されている

普及の現状
○定置型の電力貯蔵システムとしては電力負荷平準化用に揚水発電が実用化されてい

るが、立地制約が少なく需要端に設置して送変電ロスを低減でき、電力品質向上など
の機能も付加できる蓄電池システムの開発が進められており、既にNAS電池等が実用
化されている。

技術開発の動向
○欧米を中心に、再生可能エネルギー導入時の系統不安定化等への対処策として蓄電

池を応用するための技術開発や実証実験が計画されている。

我が国の国際競争力
○電池技術は、モバイル機器用や車載用を中心に我が国企業が世界をリードしてきたが、

欧米、中国、韓国といった国々においても技術開発や予算支援等を通じて市場シェアを
拡大している状況。

○今後再生可能エネルギーの導入拡大に伴い必要とされる系統安定化対策としての貯
蔵技術については世界中で必要とされる技術。我が国は世界に誇る大型蓄電池の技
術を持っており、系統における実用化に向け開発を進めるとともにコスト低減に向けた
取組を進めていくことで、世界で通用する技術に戦略的に育てていくことが重要。

○経済産業省では、系統安定化に向け、低コストで長寿命な蓄電池の開発を行っている。また、
革新的な蓄電池の開発に向けては、企業・大学・研究機関で共同研究体制を形成し、様々な蓄
電池内の現象について研究を行っている。

○また、経済産業省では、変電所に世界 大級の大型蓄電池を設置し、再生可能エネルギーの
導入可能量を拡大するための実証試験を行い、系統における具体的な活用に向け、必要な技
術・ノウハウの習得を目指すこととしている。さらに、余剰電力対策用蓄電池の価格を2020年ま
でに2.3万円/kWhにするための研究開発の支援を通じて、コスト低減化に向けた取組も推進。

○文部科学省では、ポストリチウムイオン電池の開発を実施しており、材料評価は経済産業省と
も連携して行い、2030年代の実用化を目指している。

○環境省では、直流給電技術を用いた自立・分散型エネルギーシステムの技術開発・実証等を
行っている。

○電力貯蔵技術である蓄電池は、高エネルギー密度化や、低コスト化を図るとともに、かつ耐久
性と信頼性の更なる向上が課題。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

３１．高性能電力貯蔵

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年
系統用等電力貯蔵

10～15年

5～20万円/kWh

20年 20年

更なる低コスト化

寿命

コスト

技術ロードマップ

（※関連技術ロードマップ：１２．次世代自動車（ＨＶ・ＰＨＶ・ＥＶ・クリーンディーゼル車等））



2022年

普及の現状
○未利用熱エネルギーの問題は、国内のみならずグローバルな問題となっており、世界

的に問題解決のための技術開発が推進されている。

技術開発の動向
○米国（DOE）、欧州（FP7）、中国、韓国等では既に大規模なプロジェクト研究をスタートし

ており、産官学が一体となった熱マネージメント実用研究を展開している。一例として米
国DOEでは、「次世代自動車研究・開発プロジェクト」の一環として、自動車メーカーが

参加し、産官学協同体制で排熱発電技術に真剣に取り組んでいる。
〇DOEは、自動車廃熱利用発電プロジェクトと並行して熱電冷却のHVACのプロジェクトを

並行させると共に、DOEとNSF共同プロジェクトを制度化し、熱電材料からシステムまで
基礎研究を大学・国研・企業の連携チームで並行開発をスタートさせている

我が国の国際競争力
○断熱技術・蓄熱技術・熱電技術の共通課題として、新規な材料開発が重要かつ必須で

あり、その点で我が国は世界的な卓越性、先導性を維持している。

○経済産業省では、「未利用熱エネルギー革新的活用技術研究開発」において、蓄熱技
術、遮熱技術、断熱技術、熱電変換技術、排熱発電技術、ヒートポンプ技術、熱マネジメ
ント技術の研究開発を推進している。

〇文部科学省では、断熱材開発、遮熱技術開発、熱電変換材料・システム開発等を行っ
ている。

〇蓄熱材では、蓄熱密度、熱伝導の向上、低コスト化等が課題。遮熱技術では、コスト等
が課題。断熱技術では、材料強度、コストと断熱性能を両立する材料開発が課題。熱電
変換技術では、材料の性能指数の向上が課題。排熱発電技術では、小型排熱発電技
術の開発が課題。熱マネジメント技術では、未利用エネルギー有効活用技術の効率的
なマネジメントが課題。

○広域に分散した熱を有効利用するための蓄熱、断熱、熱電変換等の技術
・蓄熱技術：固体-液体の相変化を利用する潜熱蓄熱材料等が商用化。
・遮熱技術：太陽光から選択的に熱線のみを反射できる遮熱材料等。
・断熱技術：高温域で利用可能な高性能断熱材が切望されている。
・熱電変換技術：熱から直接発電ができる熱電材料を利用した技術。
・排熱発電技術：未利用熱を熱サイクルを利用して電気として回収する技術。
・熱マネジメント技術：要素技術を効率良くコントロールするシステム技術。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

３２．蓄熱・断熱等技術

2010年 2017年 2050年2030年

蓄熱密度0.5MJ/kg
-20～25℃環境下、保持期間12ｈ以上

蓄熱密度1MJ/kg
-20～25℃環境下、保持期間24ｈ以上

蓄熱技術

遮熱技術

熱電変換技術

排熱発電技術

熱マネジメント技術

可視光透過率70%
日射熱取得率43%

理論限界近傍可視光透過率70%
日射熱取得率40%

発電効率14%
出力1kW

発電効率14%
出力10kW

性能指数ZT=1（有機）
性能指数ZT=2（無機）

断熱技術 圧縮強度10MPa以上
熱伝導率0.25W/m・K以下

圧縮強度20MPa以上
熱伝導率0.20W/m・K以下

性能指数ZT=2（有機）
性能指数ZT=4（無機）

高効率デバイス開発
高精度熱発生・熱伝達シミュレーション

蓄熱密度0.5MJ/kg
-20～25℃環境下、保持期間12ｈ以上

蓄熱密度1MJ/kg
-20～25℃環境下、保持期間24ｈ以上

再生可能熱利用
太陽熱利用システム低コスト化
地中熱利用システム低コスト化

デバイス高効率化
熱マネジメント技術（車両熱損失75％低減）

（※関連技術ロードマップ：６．太陽エネルギー利用（太陽熱利用）、２３．省エネ住宅・ビル）



2010年 2020年 2030年

○超電導状態により、送電時のエネルギー損失を低減するケーブル送電技術（超電導
は、特定の物質が低温に冷やされた時に、電気抵抗がゼロになる現象）

○高温超電導（超電導になる臨界温度が液体窒素の沸点（－196℃）より高い）線材を活
用することにより、送電ロスを削減することが可能。

○今後の都市部における電力需要の増大や、途上国における一部電力系統の構築に
おいて、送電ロスを抑え電力エネルギーの効率的な利用を可能とする技術である。

66kV級需要家用
限流器実証

AC66kV-3kA/275kV-3kA級
Y系ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ実証

66kV-3kA級ｹｰﾌﾞﾙ
実証

66kV変圧器
実証

送変配電

普及の現状
○先進国においては、送電ロスの低減のみならず大容量の送電が可能になることから、

都市部の電力需要対策として地中ケーブルへの活用が期待されている。米国ニュー
ヨーク州（オルバニープロジェクト）では2006年7月より約７万世帯に実線路に送電開始。

○我が国においては、昨年末よりNEDO事業の一環として電力系統への連系運転の実証
を開始し、海外の電力各社等の注目を集めている。

技術開発の動向
○NEDOでは、「イットリウム系超電導電力機器技術開発」や「高温超電導ケーブル実証プ

ロジェクト」を推進している。「イットリウム系超電導電力機器技術開発」では、Y系材料
を用いた300m以上の長さを有する線材や超電導ケーブルの開発を実施。

○NIMSでは、新たな線材開発･超電導メカニズム解明から線材化プロセスなどを含め、送
電時の低損失化等に資する先端超電導線材に関する研究を実施。

我が国の国際競争力
○超電導技術は我が国が優位性を有する分野であり、特に第1世代と呼ばれるビスマス

系線材と、第2世代と呼ばれ世界的な競争が始まっているイットリウム系の超伝導ケー
ブルの開発では、日本が欧米に対して技術的リードを保っている。

○技術開発要素としては、線材・ケーブルの長尺化、高電圧化、大電流化、低損失化、
変圧器や電力貯蔵装置の開発、冷凍機技術がある。

○NEDOにおいてY（イットリウム）系超電導電力機器の技術開発やＢｉ（ビスマス）系高温
超電導ケーブルの実証プロジェクトを実施。また、国土交通省においても、鉄道の変
電所から電車に電力を供給する直流導き電線を超電導状態とする、超電導き電ケー
ブルの技術開発支援を実施。

○Y系超電導電力機器については、Y系材料を用いた300m以上の長さを有する線材や
数10m級の超電導ケーブルを開発済み。Ｂｉ系高温超電導ケーブルについても、大容
量化・低コスト化・長尺化を進めるための開発を進めており、早期の本格的な産業利
用を目指している。

2040年 2050年

66kV級限流器
実証

66kV級ｹｰﾌﾞﾙ
実用化

66kV級変圧器
実用化

66kV級限流器
実用化

＜導入・普及＞

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

技術ロードマップ

国際動向

３３．超電導送電

＜導入・普及＞

＜導入・普及＞

66kV-3kA級
Bi系ｹｰﾌﾞﾙ

実用化



３４．メタン等削減技術

2010年 2015年 2030年 2050年

技術の更なる効率化・安定化に関す
る知見の収集と省エネ型処理システ
ム導入促進のための方策を検討

適用する地域（気温、経済等）
に応じた技術の 適化

処理能力の安定性の向上
～2020年

実規模適用における問題点の解決、得られた資源の効率的な
再利用に関する技術開発、スケールアップ化等

嫌気性処理（省・創エネ処理）が
困難な高濃度液状廃棄物（廃
液）や排水（都市下水、低濃度産
業排水）に対して、安定的に性能
を発揮出来る処理方法の開発を、
実証試験も含めて行い、技術を
確立（～2010年）

焼酎廃液処理実証試験

○曝気動力を必要とせず余剰汚泥の少ない嫌気性処理（メタン発酵等）を中心とした
高効率・低コスト処理法。

○排水の嫌気性処理を担う微生物を集積化（ 適化）・維持し、排水処理の時間短
縮・安定化を図る。

○処理により発生したメタンガスを回収し、エネルギーとして有効に利用。
○自然流下により曝気動力を不要とする好気処理との組み合わせによる水質の向上。
○これらにより、処理に伴う温室効果ガス発生量の大幅削減が可能。
〇排水・廃液処理の 適化による温室効果ガス削減効果（CO2換算・環境省試算）は、

国内で807万tCO2 /年、海外(アジア)で2.5億tCO2/年。

普及の現状
○欧米では畜産排水や下水等の処理において、メタン発酵設備の導入が進んでいる。欧

州では、排水処理以外も含め、2012年で約7500のメタン発酵（バイオガス）プラントが稼
働している。

〇高効率な排水処理技術は、東南アジア等にも導入が始まっている。
〇日本は世界に先駆けて、冷蔵庫のノンフロン化を図った。

技術開発の動向
○欧米においても、高効率、省エネルギーの嫌気・好気排水処理技術の開発が、継続し

て行われている。
我が国の国際競争力
○嫌気性処理技術の開発と微生物群の制御・ 適化に関する研究について世界トップレ

ベル。
○技術未適用の産業排水（含む廃液）や都市下水処理への導入と技術高効率化による

処理エネルギーの低減・CO2排出削減と生成メタンの回収・有効利用（カーボンニュート
ラル）による副次効果を発揮。

〇窒素処理を含む高度排水処理技術の途上国への導入を進めていく必要がある。

〇農林水産省では、畜産排水処理技術や反芻家畜由来のメタン排出を削減する飼料の
研究等を進めている。また、農業分野におけるN2O削減技術の開発も推進している。

〇国交省ではB-DASHプロジェクト等において、下水処理場での温室効果ガス排出量削
減（CO2、N2O等）に関する実証試験を進めている。

○環境省等において、嫌気性処理等の実証試験が行われている。
〇嫌気性処理では、加温エネルギー削減（メタン発酵低温化）、低濃度もしくは高濃度排

水処理、難分解成分の処理、発酵阻害回避等が課題で、そのための技術開発が行わ
れている。低コスト化の技術も必要である。

〇排水処理の消費電力の低減に向け、MBRやUASB-DHS（嫌気-好気）等の開発が進め
られている。

〇冷凍空調機器の冷媒用途を中心に、CFC、HCFCからHFCへの転換が進行している。今
後、機器の廃棄時のみではなく、使用中の漏えい対策も必要となる。

技術の適用開始
2011年～

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

技術ロードマップ



３５．植生による固定

2010年 2015年 2030年 2050年

スーパー樹木の開発
（遺伝子組換、適用試験等）

世界の荒漠地の5%
を植栽（200万K ㎡ ）

世界の荒漠地の2割
を植栽（800万K ㎡ ）

スーパー樹木・開発例

・環境耐性
・バイオマス量大
・生長が早い

・耐塩性ユーカリ
・耐乾燥性ユーカリ
・酸性土壌（アルミニウム）耐性ユーカリ
・生長促進ポプラ
・オゾン耐性ポプラ
・高セルロース性ポプラ 等

○ 環境ストレス耐性に関与する遺伝子を導入し、塩害、砂漠化等の荒漠地化が進行
した環境下でも生育するスーパー樹木を開発。

○導入する遺伝子により、耐塩性、耐乾燥性、酸性土壌耐性、生長促進、オゾン耐性、
高セルロース性などの特徴を持たせることが可能。

○スーパー樹木を世界中の荒漠地に植林することにより、CO2の吸収源として地球
温暖化防止に貢献。

〇約4千万km2の荒漠地の5%（200万Km2）をスーパー樹木で植栽した場合、年間5億
炭素トンの吸収が見込まれる。（単位面積当たりの年間吸収量を2.5炭素トン／ha・
年として計算） ＊（独）森林総合研究所研究成果より

普及の現状
○中国でBTポプラの商業栽培の事例はあるが、各国で生産性の高い樹木に関する基礎

研究や野外での栽培試験が進められている。

技術開発の動向
○各国で高生産樹木の研究開発が進められている。アメリカでは組換え樹木の野外試験
が100例を越えている。

我が国の国際競争力
○耐環境性に着目した遺伝子組み換え樹木の開発は我が国独自の研究（欧米において

は、バイオマス量を優先した研究に重点を置いている）。
○世界では、塩害、砂漠化等による荒漠地化が進行しており、在来の樹種では生育困難

な土地において森林植栽が可能となる。
○全球的な荒廃砂漠地（荒漠地）面積は、乾燥地900万K㎡、半乾燥地２７４０万k ㎡ 、

塩集積地400万k ㎡ （合計約4千万k ㎡ ）存在し、それぞれの荒漠地に植林可能なス
ーパー樹木を開発し、世界展開を図る。

○農林水産省では、「環境保全に貢献するスーパー樹木の創出に向けた基盤技術開発」
を実施し、遺伝子組換えによるスーパー樹木の開発を推進している。

〇文部科学省では、バイオマスエンジニアリング研究の一部として、「高生産性・易分解性
を備えたスーパー植物」の研究を推進している。

〇経済産業省では、乾燥地等不良環境地への植生拡大技術を進めている。

〇スーパー樹木の開発では、遺伝子組換え技術により、複数の有用形質（乾燥耐性、耐
塩性などの環境ストレス耐性、高バイオマス生産性等）を付与する必要がある。

試験植林開始
2015年～

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

技術ロードマップ



３６．温暖化適応技術

○乾燥・塩害耐性遺伝子であるDREB遺伝子や冷害耐性遺伝子等を活用し不良環境
耐性を付与した農作物を開発。

○地球温暖化対策の要として、不良環境下でも作物の安定生産が可能。

○新たな農地開発（森林を伐採して農地を確保）への依存度が下がり、CO2吸収源と
しての森林が維持される。

普及の現状
○各地で温暖化適応のための仕組作りが進められている。ニューヨーク市では、温暖化

に適応したシティプランを作成した。
〇途上国で水のインフラ整備が進められている。これらは、将来的に温暖化適応策となり

得る。

技術開発の動向
○IPCC WG2 第4次報告において、水、生態系、食料、沿岸地域、健康への考えられる

気候変動の評価が行われ、それぞれについて考えられる気候変動適応策の例がまと
められた。

我が国の国際競争力
○冷害耐性に係る研究は欧米に比べ先行。
○日本が世界に先駆けて乾燥耐性誘導遺伝子などを発見。

○農林水産省の「DREBプロジェクト」では、遺伝子組換え技術を用いた乾燥耐性のイネ、
コムギの作出と乾燥ストレス耐性の評価が進められた。

〇農林水産省では、「気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のためのプロジェク
ト」において、温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発（畜産の生産安定技術の
開発、ノリの育種技術の開発、生物多様性を活用した安定的農業生産技術（生物多様
性保全効果の高い総合的病害虫管理（ＩＰＭ）の体系化技術）等の研究を推進している。

〇文部科学省では、気候変動等に適応した持続可能な社会の実現への貢献等を目的に、
「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステム」の研究や地球規模の気候変
動予測を地域規模にダウンスケールする手法の開発、データ・情報統融合の研究開発
及び基盤整備の実施等を推進している。

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

国際動向

2010年 2015年 2030年 2050年

・耐乾性を持つ組換えイネ（水稲・陸稲）、
コムギを作出

・温室内において耐乾性以外の形質に
ついても特性を明らかにする
～2008年

高度耐冷性バイオマス・飼料イネを
開発
2010年～

作付け目標面積
（世界）

810万ｈａ

作付け目標面積
（世界）

2430万ｈａ

・新規の耐性遺伝子等の単離・改良
・形質転換系統の耐性・実用性を評価

～2017年

国際農業研究機関等と共同し、乾
燥や塩害等に強い作物の開発に
着手
2007年～

通常の
イネ

遺伝子高発現
イネ

考えられる気候変動適応策の例

高耐性イネの開発

＊IPCC WG2 第4次報告書より抜粋

食料、繊維、
林業

水資源 人の健康 産業、居住
地、社会

乾燥化/
干ばつ

新しい干ば
つ耐性品
種の開発
等

漏水削減
等

穀物の備
蓄と緊急
給食所の
整備 等

水供給シス
テムの改善
と管轄区域
の調整 等

降雨の
増加/
洪水

干拓地と排
水の改善
等

洪水予報・
警報を含
む保護対
策 等

構造的及
び非構造
的対策
等

洪水防御イ
ンフラの改
善 等

温暖化/
熱波

新しい暑熱
耐性品種
の開発 等

計画と価格
付けによる
水需要管
理 等

病気の発
生に対す
る国際的
な監視シ
ステム
等

特に脆弱な
グループに
対する援助
プログラム
等

風速/
暴風雨

風耐性作
物の開発

汚濁から
水供給を
防御するた
めの湾岸
防護の設
計と実施

早期警報
システム
等

早期警報シ
ステムを含
む緊急時へ
の供え 等

有用な成果を
海外に展開

技術ロードマップ



３７．地球観測・気候変動予測

気候変動予測

地球観測

・静止地球環境観測衛星
（ひまわり8号、9号）

・温室効果ガス観測技術衛星
（GOSAT）

・アルゴフロート

・情報提供技術
（データ統合・解析システム）

・ライダによるCO2観測技術

○地球観測： 効果的・効率的な温暖化対策の実施を支援するため、温
室効果ガス観測技術衛星（ＧＯＳＡＴ）等の地球観測衛星、静止気象衛
星に環境監視機能を追加した静止地球環境観測衛星、大気中のCO2

濃度を計測するライダ技術、海洋のCO2濃度を計測するアルゴフロート
等により、全地球的に高精度・長期連続観測を実施し、温室効果ガス
濃度の分布や気候変動に関する長期的な監視情報を提供。

〇気候候変動予測： 気候変動予測モデル自体の高度化とともに、要素
モデルとして大気、陸域、海洋間におけるCO2の吸収・応答の相互作
用を考慮したモデルや、我が国周辺の詳細な予測情報を抽出しうる精
緻な地域気候モデルの開発・導入により、大気中のCO2濃度の安定化
シナリオや氷床融解等の長期の精緻な温暖化影響予測及び気候変動
に伴って変化する自然災害等の影響の評価が可能。

普及の現状
○地球観測： 米国では、高解像度のリモートセンシング衛星を民間企業が開発、商業的

に運用。ＮＡＳＡなどが各種のリモートセンシング衛星を打上げ、LANDSAT、EOS等の
中低解像度衛星データは外国を含め無償で配布。

〇気候変動予測： 英国では、気候変動法により英国全体の気候変動リスク評価
（CCRA：Climate Change Risk Assessment）を5 年おきに実施し、CCRAに基づき国家適
応計画（NAP：National Adaptation Plan）を策定している。

技術開発の動向
○地球観測： NGA（National Geospatial-Intelligence Agency）が画像の長期の開発費用

等を支援し、米国のリモートセンシング産業の競争力を強化（GeoEye-2など）。ＮＡＳＡ

主導で、複数の地球環境観測衛星でコンステレーションを組み観測するA-Train（The 
Afternoon Constellation）計画が進行。

〇気候変動予測： IPCCの第5次評価報告書（平成25年9月末より順次承認予定）作成を
目指した予測モデルの国際比較プロジェクトが進められた。

我が国の国際競争力
○地球観測： GOSATはCO2、CH4等を観測でき、日本が優位。また、CO2計測ライダ等の

次世代センサ技術で日本が優位。
〇気候変動予測： 我が国の気候モデルによる温暖化予測は、IPCCの評価報告書に引

用され、世界 先端の研究として認知されている。地球シミュレータは、気候変動研究を
リードしてきた。高解像度（地域・都市レベル）の予測の実現においては、日本が優位。

○地球観測： 文部科学省を中心として、世界全域を対象とし、既存及び将来の人工衛星や地上観測など
多様な観測システムや情報システムが連携した、包括的なシステム（全球地球観測システム（GEOSS））
の構築への貢献を行っている。環境省は、2012年度より、関係機関と連携し後継機開発を行っている。

〇気候変動予測： 文部科学省では、「気候変動リスク情報創生プログラム」等において、地球規模から河
川流域規模までの幅広いスケールにおいて複雑な大気・海洋・陸域の物理過程、生物地球化学過程を
考慮した予測モデル等を発展させ、確度の高い高解像度の温暖化予測の実現を図るとともに、予測実
験結果の不確実性を定量化し、気候変動によって生じる影響への適応策立案に資する基盤的情報とし
ての予測情報の創出を目指した技術開発を進めている。

〇窒素循環： 農林水産省の気候変動対策プロジェクト研究等での取り組みがある。窒素循環の現状把握
は不十分で、モニタリング技術の開発等が必要である。

〇その他： 気候工学（ジオエンジニアリング）の観点から、 気候モデルを使ったSRM（solar radiation 
management）の気候影響評価の研究が始められている。

国際動向

技術ロードマップ

技術の概要 我が国の技術開発の動向・課題

・成果の利用（情報提供）
・更なる研究開発→温暖化予測の不確実性の低減

地球観測

データ校正・検証、提供打上げ
（2008年度）

打上げ
（2008年度）

2010年 2015年 2030年 2050年

IPCC第5次評価報告書

CO2観測センサー開発・試験センサー開発・試験

欧米の各システムとアライアンスを構築
地球観測データ等の統合・解析、相互利
用技術等の開発

・温暖化予測地球システムモデルの開発・改良
・精緻な地域気候モデルの開発・改良
・温暖化予測地球システムモデルの開発・改良
・精緻な地域気候モデルの開発・改良

航空機・地上運用および衛星搭載化検討可搬型実証モデル開発可搬型実証モデル開発

※このほかの地球観測衛星として、全球降水観測／二周波降水レーダ（GPM/DPR）、
水循環変動観測衛星（GCOM-W）、気候変動観測衛星（GCOM-C)、雲エアロゾル放
射ミッション／雲プロファイリングレーダ（EarthCARE/CPR)を研究開発中。

国際機関等の活動と連携した国際貢献国際機関等の活動と連携した国際貢献

貢献

打上げ（2017）GOSAT後継機開発

打上げ（2014、2016）打上げ（2014、2016）開発開発


